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真空スプリンクラーシステム用
予作動弁

予作動弁外観

図−２　本体構造および主要部材質

表−１　仕様一覧

口径 φ 80 φ 100 φ 125 φ 150

使用圧
力範囲

一次側 +0.15MPa 〜 +1.4MPa

二次側 −0.08MPa 〜 +1.4MPa
圧力損失

（等価管長） 12.6m 16.8m 12.3m 11.6m

面間 120mm 125mm 140mm 150mm

接続フランジ JIS 10K

開閉装置 電動式（開放はスプリングリターン）

ガスケット（EPDM）

弁体弁座（EPDM）

弁体（SCS13）

弁箱（SCS13）

皿小ネジ（SUS304）

ストッパー（SUS304）

平行キー（SUS304）

止ネジ（SUS304）

弁棒（SUS420J2）

Ｏリング（EPDM）

ブッシュ（オイルレス）

シート押エ（SUS304）

緊急手動
開放ボタン

連成計

開閉装置

信号
停止弁

開度計

排水弁

試験弁

　消防型式認定番号
流第20〜14号（80mm）,流第20〜1号（100mm）
流第21〜12号（125mm）,流第20〜15号（150mm）

流
れ
方
向

圧力スイッチ

は、流水検知装置（予作動弁）の下流
側配管圧力を真空ポンプで吸引する
ことにより、大気圧より低い圧力の
状態（負圧）としたシステムです。以
下に特徴をまとめます。（図－１）

（1）予作動弁の下流側にトラブルが
発生しても、周辺空気を吸込む
だけで、水損を起こしません。

（2）負圧にすることにより、水中の
溶存酸素が除去され、配管の腐
食を抑制します。配管の寿命が
長くなるため、ランニングコス
トを低減することができます。

1.  はじめに
　湿式スプリンクラーから始まった
消防用スプリンクラー設備は、その
問題点を解決するために改良を続
け、現在は真空スプリンクラーへ進
化を遂げています。
　これに対応する流水検知装置とし
てYS-01形予作動弁を開発し、日
本消防検定協会の型式認定を取得し
たため、ここに紹介します。

2.  真空スプリンクラーシステム概要
　真空スプリンクラーシステムと

（3）火災時には速やかに加圧状態に
変化し、従来のスプリンクラー
システムと同様に放水・初期消
火します。

3.  真空スプリンクラー用予作動弁特徴
　本弁は従来の予作動弁とは異な
り、バタフライ弁をベースとしてい
ます。通常時は電動にて開閉操作を
行い、火災時には開閉装置に内蔵さ
れたスプリングにより速やかにバル
ブを全開とします。構造および仕様
は図－２および表－１をご参照下さ
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図−１　スプリンクラーシステム

経年劣化で配管にあいたピンホール
から水漏れしてしまう

流水検知装置（アラーム弁、予作動弁）

火災警報もしくは、流水を検知して開く

スプリンクラーヘッドが
破損すると、火災でなくても
放水する

ピンホールができると
水漏れしてしまう

従来のスプリンクラー
（湿式スプリンクラーシステム）

真空スプリンクラー

通常時

火災時

火災報知器
作動なし

火災報知器
作動

真空ポンプ

流水検知装置
（予作動弁）
火災警報にて開く

通常時は予作動弁の2次側は負圧

となっているため、スプリンクラー

ヘッドが破損しても、ピンホールができても

周辺の空気を吸い込むだけで放水・漏水しない

火災時には火災警報にて予作動弁が開き、
2次側は加圧に変わる。
スプリンクラーヘッドが作動すると速やかに
放水する。

火災時でなくても、スプリンクラーヘッド
の破損での放水してしまう

予作動式でない場合、放水すると
防火水槽が空になるまで放水してしまう

加圧

加圧

負圧

真空スプリンクラーは火災以外では
決して放水しないスプリンクラーです

重大な水損の恐れも・・・

い。以下に特徴を示します。
（1）従来型の予作動弁に比べて構造

および操作が格段に簡単である
ため、動作不良および誤操作の
恐れはほとんどありません。

（2）従来型の予作動弁に比べて軽
量・コンパクトです。それによ
り、施工作業およびメンテナン
スが容易となりました。

（3）従来型の予作動弁とは異なり、
たとえ周辺配管が目詰まりを起
こしても、弁の開動作に影響は
ありません。

（4）従来型の予作動弁と比較して圧
力損失が小さいため、消防用ポ
ンプの省力化を図ることができ
ます。

（5）バルブ本体と周辺配管はステン
レス鋼であるため、耐腐食性に
優れています。

4.  おわりに
　真空スプリンクラーシステムは、
これからのスプリンクラーシステム
として広く世の中に普及していくも
のと期待しています。今後はさらに

多くのお客様に採用していただける
よう、また、これまで以上に管理者
が管理・使用しやすいバルブを目指
して、良い製品を提供して参りま
す。

製品取扱窓口：パイプシステム事業本部
　　バルブ事業部　東部営業部

TEL 03-3436-8119
FAX 03-3436-8026


